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実施した

37.1%

現在実施していないが

今後検討中

27.6%

現在実施しておらず

検討予定もない

34.3%

実施した

51.9%
現在実施していないが

今後検討中

22.2%

現在実施しておらず

検討予定もない

22.2%

実施した

48%

現在実施していないが

今後検討中

24%

現在実施しておらず

検討予定もない

28%

実施した

85.0%

現在実施していないが

今後検討中

5.0%

現在実施しておらず

検討予定もない

5.0%

○新設 アルムナイ採用（元社員の再雇用）の実施について

全体としては、約半数の企業がアルムナイ採用を「実施した」と回答した。

○従業員別で見ると、従業員規模が大きな組織ほど、アルムナイ採用を実施していることがうかがえる。

 

 

300人未満 

300人～ 

1000人未満 

1000人以上 
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４． 「離職防止」について 

離離職職率率のの変変化化をを見見るるとと、、「「横横ばばいい傾傾向向ににああるる」」「「増増加加ししてていいるる」」のの回回答答がが合合わわせせてて約約８８割割。。離離職職がが企企業業にに

おおけけるる人人材材不不足足のの大大ききなな問問題題ののひひととつつととななっってていいるるここととががううかかががええるる。。  

離離職職がが顕顕著著ににみみらられれるる世世代代ににつついいててはは、、若若手手社社員員（（3300 歳歳未未満満：：役役職職ななしし））がが最最もも多多くく 88２２..１１%%、、続続いいてて中中

堅堅社社員員（（3300～～4400 歳歳：：役役職職ななしし））でで５５００..００%%ととななっってていいるる。。  

離離職職防防止止ににつついいてて、、どどののよよううなな取取りり組組みみをを行行っってていいるるかかににつついいててはは「「風風通通ししのの良良いい職職場場風風土土づづくくりり」」「「従従

業業員員ののモモチチベベーーシショョンン向向上上」」「「福福利利厚厚生生制制度度のの拡拡充充」」がが上上位位 33 項項目目ととななっったた。。  

○離職率の変化

「横ばい傾向にある」が 63.7%と最も高い。「増加している」は 10.1 ポイント減っている。

○（増加していると答えた方へ）離職の増加が顕著にみられる世代

若手社員（30 歳未満：役職なし）が最も多く 82.1％、続いて中堅社員（30～40 歳：役職なし）が 50.0％。

若年層の離職が顕著であることがうかがえる。

○若手社員（入社１～５年目）の離職率は、それ以前の若手社員の離職率と比べて変化はあるか：

「増加している」は 4.5 ポイント減っており、「減少している」は 6.1 ポイント増えている。上記グラフで若手社員

（30 歳未満：役職なし）の離職が最も多いことを考えると、30 歳前後のタイミングで離職が急増しているのではな

いかと推測される。
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○離職防止についてどのような取り組みを行い、又は検討されているか：

「風通しの良い職場風土づくり」「従業員のモチベーション向上」「福利厚生制度の拡充」が上位３項目となった。

昨年度と比較すると「管理職研修の実施」が 5.0 ポイント増加している。

 

26.1%

27.8%

18.8%

23.3%

8.0%

26.7%

13.6%

16.5%

14.8%

10.8%

10.8%

4.0%

9.1%

10.2%

31.8%

2.3%

39.0%

40.6%

29.5%

33.9%

33.1%

18.3%

15.9%

21.9%

15.9%

9.6%

5.2%

34.7%

3.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

従業員の能力開発・キャリア開発支援

従業員のモチベーション向上

人事評価制度の改定

メンター制度、個人面談等の導入

社員の幸福度をあげる取り組み

福利厚生制度の拡充

従業員のメンタルヘルス対策

育児・解雇支援の充実

労働時間の短縮（残業の削減）

柔軟な働き方（テレワーク・フレックス・短時間勤務等）

リファーラル採用（社員からの紹介）の実施

女性社員の活躍支援

パーパス・経営理念の浸透

管理職研修の実施

風通しの良い職場風土づくり

その他

※2025年度より新設

※2025年度より新設

※2025年度より新設
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５． 「高年齢者継続雇用」について 

定定年年のの年年齢齢ににつついいててはは、、「「６６００歳歳」」とと回回答答ししたた企企業業がが昨昨年年度度よよりりもも２２．．４４ポポイインントト減減りり、、６６１１歳歳以以上上にに定定年年をを

引引きき上上げげてていいるる企企業業のの割割合合がが増増加加ししてていいるる。。  

７７００歳歳迄迄のの継継続続雇雇用用ににつついいててはは、、「「今今ののととこころろ考考ええてていいなないい」」とと回回答答すするる企企業業がが増増加加ししたた。。課課題題ににつついいてて

はは、、「「継継続続雇雇用用者者のの処処遇遇（（給給与与・・職職位位））改改定定」」がが 6688..４４%%でで前前年年度度同同様様にに最最もも高高いい結結果果ににななっったた。。  

シシニニアア社社員員ののモモチチベベーーシショョンン維維持持ののたためめのの施施策策ににつついいててはは、、「「労労働働時時間間のの柔柔軟軟化化」」「「定定期期的的なな面面談談のの実実

施施」」「「ノノウウハハウウ（（技技能能））をを後後輩輩にに伝伝ええるる場場のの提提供供」」がが上上位位 33 項項目目ととななっったた。。

○貴社における、現在の「定年」の年齢：

昨年度と比較すると、定年を６１歳以上に引き上げている企業の割合が 2.4 ポイント増えている。

○全従業員に占める６０歳以上の従業員の割合：

「1～5％」「6～10％」が昨年同様に高い数字となっている。

○努力義務とされている７０歳迄の継続雇用について

「今のところ考えていない」が 2.7 ポイント増加し、「定年を 70 歳に引き上げ済み、もしくは今後引き上げる予定」が

2.1 ポイント増加した。
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○今後の高年齢者継続雇用についての貴社の課題：

「継続雇用者の処遇（給与・職位）改定」が昨年度同様に最も高い。続いて「働き甲斐・モチベーションの維持」

「個々の高年齢者に適した職場への配置」の上位３項目は昨年と同様の結果となった。

○シニア社員のモチベーション維持のための施策：

「労働時間の柔軟化（週休３日・４日、時短等）」が最も高く、昨年度より 2.3 ポイント増加した。「ノウハウ（技能）

を後輩に伝える場の提供」が 6.8 ポイント増加、「定期的な面談の実施」が 2.6 ポイント増加するなど、その他の

項目もポイントを伸ばしていることから、企業はシニア社員の働き甲斐、働きやすさへの取組みに力を入れてい

ることがうかがえる。

1.8%

31.3%

19.0%

8.6%

6.7%

23.9%

41.7%

9.8%

1.6%

28.7%

19.1%

11.2%

10.4%

17.1%

39.4%

8.0%

シニア社員同士のネットワークづくり

定期的な面談の実施

目標・評価基準の明確化

成果に対するインセンティブの設定

キャリアデザインの再構築支援

ノウハウ（技能）を後輩に伝える場の提供

労働時間の柔軟化（週休3日・4日、時…

その他

2025年度 2024年度

6.8pt 増

2.6pt 増

3.7pt 減
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６． 「女性社員の活躍推進」について 

課課長長職職以以上上のの女女性性管管理理職職ががいいるるとと答答ええたた企企業業のの割割合合はは、、２２００１１２２年年かからら徐徐々々にに伸伸びびてていいるるももののののままだだ

7700％％ににはは届届いいてていいなないい。。  

ままたた女女性性管管理理職職のの人人数数ににつついいててはは「「変変化化ははなないい」」とと回回答答ししたた企企業業がが最最もも多多いい。。課課長長以以上上のの職職位位ににおおけけるる

女女性性のの比比率率はは、、調調査査開開始始時時かからら１１００％％前前後後をを行行きき来来ししてておおりり、、政政府府がが目目指指すす「「２２００３３００年年ままででにに指指導導的的地地

位位にに女女性性がが占占めめるる割割合合をを３３００％％程程度度」」ととすするる目目標標ににはは、、ままだだ遠遠いい現現状状ががううかかががええるる。。  

○課長以上の女性管理職がいると答えた企業の割合:

「いる」と回答した企業は 61.5％。2012 年度調査から徐々に増加しているもののまだ 70％には届いていない。

○女性管理職の人数の変化:

○課長以上の職位における女性の比率が「30%以上」と回答した企業の割合：

44.6% 46.9%

41.8%

50.0% 53.1%
51.2%

53.4%

52.5%
55.9%

59.8%
61.6% 66.0%

67.7%

61.5%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025
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７． 「副業・兼業」について 

副副業業・・兼兼業業ににつついいてて「「認認めめてていいるる」」企企業業がが昨昨年年度度はは3300％％をを超超ええたたがが、、本本年年度度はは55..66ポポイインントト減減っってていいるる。。  

「「認認めめてていいるる」」理理由由ととししててはは、、「「社社員員のの収収入入補補填填ののたためめ」」がが最最もも多多くく、、次次にに「「本本業業へへのの相相乗乗効効果果」」「「社社員員のの能能

力力向向上上」」とと続続いいてていいるる。。  

「「実実際際にに副副業業・・兼兼業業ししてていいるる」」従従業業員員のの割割合合はは、、「「いいなないい」」がが 77..88 ポポイインントト減減りり、、「「1100％％未未満満」」がが 1133..11 ポポイイ

ンントト増増ええてていいるるここととかからら、、実実際際にに副副業業・・兼兼業業をを行行っってていいるる従従業業員員のの割割合合はは昨昨年年よよりり高高ままっってていいるるここととががうう

かかががええるる。。

○副業・兼業を認めていますか：

○副業・兼業を「認めている」理由：

最も高いのが「社員の収入補填のため」の 50％。続いて「本業への相乗効果」が 47.6％となっている。

○実際に副業・兼業をしている従業員の割合（正規従業員全体の何％）：
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８． 人事戦略として今後重視していきたい項目を選んでください（上位 3 項目選択） 

項項目目のの中中でで、、特特にに「「採採用用活活動動」」がが顕顕著著にに高高くくななっってていいるる。。「「生生成成 AAII・・HHRR テテククノノロロジジーーのの導導入入」」もも 33..66 ポポイイ

ンントト増増ええてておおりり、、人人手手不不足足のの中中ででテテククノノロロジジーーがが活活用用さされれてていいるるここととががううかかががええるる。。質質問問項項目目１１「「企企業業がが直直

面面ししてていいるる人人事事課課題題」」ににおおけけるる「「優優秀秀なな人人材材のの確確保保・・定定着着」」がが最最大大のの課課題題ででああるるここととにに結結びびつつくく結結果果ととなな

っってておおりり、、まますすまますす企企業業間間ででのの人人材材獲獲得得競競争争がが激激化化ししてていいるるここととががううかかががええるる。。

１位 ２位 ３位 

製 造 業 採⽤活動 離職防⽌ 
教育研修体系の構築・運⽤ 

エンゲージメントの向上

⾮製造業 採⽤活動 離職防⽌ 
エンゲージメントの向上

⼈事評価制度の⾒直し・運⽤ 
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調  査  結  果  一  覧
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問１　現在、貴社の直面している人事課題は何ですか。(３項目まで)
①優秀な人材の確保 ・定着	 ②従業員の能力開発 ・キャリア開発支援	 ③従業員のモチベーション向上

④人事評価制度の導入 ・改定	 ⑤組織風土の変革	 ⑥賃金制度の改定

⑦労働 （職場） 環境の改善	 ⑧従業員のメンタルヘルス対策	 ⑨総労働時間の短縮

⑩次世代幹部候補の育成	 ⑪柔軟な働き方 （テレワーク･フレックス･短時間勤務等）	 ⑫女性の活用

⑬シニア社員の活用	 ⑭AIを活用できる人材の確保 ・育成

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭

総数

優
秀
な
人
材
の
確
保
・
定
着

従
業
員
の
能
力
開
発
・
キ
ャ
リ
ア

開
発
支
援

従
業
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
向
上

人
事
評
価
制
度
の
導
入
・
改
定

組
織
風
土
の
変
革

賃
金
制
度
の
改
定

労
働
（
職
場
）
環
境
の
改
善

従
業
員
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策

総
労
働
時
間
の
短
縮

次
世
代
幹
部
候
補
の
育
成

柔
軟
な
働
き
方
（
テ
レ
ワ
ー
ク
・

フ
レ
ッ
ク
ス
・
短
時
間
勤
務
等
）

女
性
の
活
用

シ
ニ
ア
社
員
の
活
用

Ａ
Ｉ
を
活
用
で
き
る
人
材
の
確
保
・

育
成

全
体

2025年度 140 65 60 41 27 39 21 22 12 54 11 18 20 20 17978.2% 36.3% 33.5% 22.9% 15.1% 21.8% 11.7% 12.3% 6.7% 30.2% 6.1% 10.1% 11.2% 11.2%

2024年度 194 85 92 54 51 46 41 32 40 81 14 31 29 設問なし 25177.3% 33.9% 36.7% 21.5% 20.3% 18.3% 16.3% 12.7% 15.9% 32.3% 5.6% 12.4% 11.6%

業
種

製造業 55 28 31 14 15 13 10 9 5 20 3 9 7 7 7573.3% 37.3% 41.3% 18.7% 20.0% 17.3% 13.3% 12.0% 6.7% 26.7% 4.0% 12.0% 9.3% 9.3%

非製造業 85 37 29 27 12 26 11 13 7 34 8 9 13 13 10481.7% 35.6% 27.9% 26.0% 11.5% 25.0% 10.6% 12.5% 6.7% 32.7% 7.7% 8.7% 12.5% 12.5%

従
業
員
規
模

300人未満 80 38 34 27 16 23 12 14 7 35 4 7 9 9 10576.2% 36.2% 32.4% 25.7% 15.2% 21.9% 11.4% 13.3% 6.7% 33.3% 3.8% 6.7% 8.6% 8.6%

300人～
1000人未満

46 19 20 8 7 14 4 6 3 17 6 5 5 5 5485.2% 35.2% 37.0% 14.8% 13.0% 25.9% 7.4% 11.1% 5.6% 31.5% 11.1% 9.3% 9.3% 9.3%

1000人以上 14 8 6 6 4 2 5 2 2 2 1 6 6 6 2070.0% 40.0% 30.0% 30.0% 20.0% 10.0% 25.0% 10.0% 10.0% 10.0% 5.0% 30.0% 30.0% 30.0%

全体：昨年比 0.9% 2.4% -3.1% 1.4% -5.2% 3.5% -4.6% -0.5% -9.2% -2.1% 0.6% -2.3% -0.4%

■「優秀な人材の確保・定着」の割合推移
第２回 第３回 第４回 第５回 第６回 第７回 第８回 第９回 第10回 第11回 第12回 第13回 第14回 第15回
2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

36.2% 52.3% 51.6% 57.7% 57.4% 69.1% 73.3% 70.9% 64.5% 67.8% 76.1% 79.3% 77.3% 78.2%
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問２　「人材育成(教育）」について
問２－１　貴社の来年度の教育予算は本年度と比べて

①増額している	 ②ほぼ同額	 ③減額している	 ④未定である

① ② ③ ④
総数

増額している ほぼ同額 減額している 未定である

全
体

2025年度 35 110 4 30 17919.6% 61.5% 2.2% 16.8%

2024年度 51 153 6 41 25120.3% 61.0% 2.4% 16.3%

業
種

製造業 13 50 1 11 7517.3% 66.7% 1.3% 14.7%

非製造業 22 60 3 19 10421.2% 57.7% 2.9% 18.3%

従
業
員
規
模

300人未満 20 71 0 14 10519.0% 67.6% 0.0% 13.3%

300人～
1000人未満

10 31 3 10 5418.5% 57.4% 5.6% 18.5%

1000人以上 5 8 1 6 2025.0% 40.0% 5.0% 30.0%

問２－２　貴社はどのような形で教育を行っていますか。 （複数回答可)

①OJT	 ②社内講師による企業内研修	 ③外部講師招聘による企業内研修

④社外研修 （オンライン含む） への派遣	 ⑤通信教育 ・ ｅラーニング等	 ⑥その他

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

総数
OJT 社内講師によ

る企業内研修
外部講師招聘
による企業内

研修

社外研修（オ
ンライン含む）

への派遣
通信教育・ｅ
ラーニング等 その他

全
体

2025年度 146 78 117 146 103 3 17981.6% 43.6% 65.4% 81.6% 57.5% 1.8%

2024年度 222 142 170 199 158 2 25188.4% 56.6% 67.7% 79.3% 62.9% 0.8%

業
種

製造業 63 29 46 65 43 1 7584.0% 38.7% 61.3% 86.7% 57.3% 1.3%

非製造業 83 49 71 81 60 2 10479.8% 47.1% 68.3% 77.9% 57.7% 1.9%

従
業
員
規
模

300人未満 82 34 60 90 48 1 10578.1% 32.4% 57.1% 85.7% 45.7% 1.0%

300人～
1000人未満

45 28 39 42 36 1 5483.3% 51.9% 72.2% 77.8% 66.7% 1.9%

1000人以上 18 16 18 14 19 1 2090.0% 80.0% 90.0% 70.0% 95.0% 5.0%
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① ② ③ ④ ⑤

総数管理職
（部・課長クラス）

監督職
（係長・主任クラス）

中堅社員
（30～40歳：役職なし）

若手社員
（30歳未満：役職なし）

ベテラン・シニア社員
（41歳以上：役職なし）

全　体 88 108 83 131 9 17949.2% 60.3% 46.4% 73.2% 5.0%

業
種

製造業 39 44 32 51 6 7552.0% 58.7% 42.7% 68.0% 8.0%

非製造業 49 64 51 80 3 10447.1% 61.5% 49.0% 76.9% 2.9%

従
業
員
規
模

300人未満 47 60 50 77 2 10544.8% 57.1% 47.6% 73.3% 1.9%

300人～
1000人未満

29 35 22 38 2 5453.7% 64.8% 40.7% 70.4% 3.7%

1000人以上 12 13 11 16 5 2060.0% 65.0% 55.0% 80.0% 25.0%

問２－３　貴社の能力開発において、 現在力をいれているのはどの階層ですか。 （複数回答可）

①管理職 （部 ・課長クラス）	 ②監督職 （係長 ・主任クラス）

③中堅社員 （30歳～40歳 ： 役職なし）	 ④若手社員 （30歳未満 ：役職なし）

⑤ベテラン ・ シニア社員 （41歳以上 ：役職なし）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

総数
研修前に

趣旨・目的
を説明

している

事前課題を
課している

研修後に
報告書の
提出を

課している

研修後に
アンケート

を実施
している

報告会(社
内プレゼン
等)を実施
している

研修後に
面談を実施
している

特にして
いない その他

全
体

2025年度 78 40 96 75 34 22 28 6 17943.6% 22.3% 53.6% 41.9% 19.0% 12.3% 15.6% 2.4%

2024年度 108 71 136 117 51 26 29 6 25143.0% 28.3% 54.2% 46.6% 20.3% 10.4% 11.6% 2.4%

業
種

製造業 37 20 43 30 15 11 9 2 7549.3% 26.7% 57.3% 40.0% 20.0% 14.7% 12.0% 2.7%

非製造業 41 20 53 45 19 11 19 2 10439.4% 19.2% 51.0% 43.3% 18.3% 10.6% 18.3% 1.9%

従
業
員
規
模

300人未満 34 11 62 24 19 8 22 2 10532.4% 10.5% 59.0% 22.9% 18.1% 7.6% 21.0% 1.9%

300人～
1000人未満

27 13 24 33 9 11 6 2 5450.0% 24.1% 44.4% 61.1% 16.7% 20.4% 11.1% 3.7%

1000人以上 17 16 10 18 6 3 0 0 2085.0% 80.0% 50.0% 90.0% 30.0% 15.0% 0.0% 0.0%

問２－４　効果的な人材育成のために、 研修前後に行っている施策はありますか。 （複数回答可）

①研修前に趣旨 ・目的を説明している	 ②事前課題を課している

③研修後に報告書の提出を課している	 ④研修後にアンケートを実施している

⑤報告会(社内プレゼン等)を実施している	 ⑥研修後に面談を実施している

⑦特にしていない	 ⑧その他
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■研修前のみ、研修後のみ、前後共に取り組みで比較

① ② ③ ④ ⑤

総数研修前のみ
取り組み 

①②

研修後のみ
取り組み 
③④⑤⑥

研修前後共に 
取り組み 

①②＋③④⑤⑥
特にしていない 

⑦
その他 

⑧

全
体

2025年度 1 58 81 28 1 1780.6% 32.6% 45.5% 15.7% 0.6%

2024年度 8 86 128 28 1 2513.2% 34.3% 51.0% 11.2% 0.4%

業
種

製造業 3 41 39 38 0 803.8% 51.3% 48.8% 47.5% 0.0%

非製造業 5 45 89 43 1 985.1% 45.9% 90.8% 43.9% 1.0%

従
業
員
規
模

300人未満 5 42 54 34 1 1034.9% 40.8% 52.4% 33.0% 1.0%

300人～
1000人未満

2 15 43 30 0 533.8% 28.3% 81.1% 56.6% 0.0%

1000人以上 1 1 31 17 0 224.5% 4.5% 140.9% 77.3% 0.0%

① ② ③ ④

総数
全社的に行っている 必要な部署だけ

行っている
個人の判断に
任せている

行っていない
（専門人材の採用などで

まかなっている）

全　体 33 42 45 59 17918.4% 23.5% 25.1% 33.0%

業
種

製造業 16 18 18 23 7521.3% 24.0% 24.0% 30.7%

非製造業 17 24 27 36 10416.3% 23.1% 26.0% 34.6%

従
業
員
規
模

300人未満 15 26 27 37 10514.3% 24.8% 25.7% 35.2%

300人～
1000人未満

8 13 14 19 5414.8% 24.1% 25.9% 35.2%

1000人以上 10 3 4 3 2050.0% 15.0% 20.0% 15.0%

問２－５　生成AI活用のための研修の取組みについて　【新設】

①全社的に行っている

②必要な部署だけ行っている

③個人の判断に任せている

④行っていない （専門人材の採用などでまかなっている）
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問３－２　2026年４月入社に向けた新卒採用の予定人数について伺います。

①2025年４月入社より多い	 ②2025年４月入社と同数程度	 ③2025年４月入社より少ない

④これから検討する	 ⑤採用予定はない

① ② ③ ④ ⑤

総数2025年４月入社
より多い

2025年４月入社
と同数程度

2025年４月入社
より少ない これから検討する 採用予定はない

全
体

2025年度 54 70 30 8 17 17930.2% 39.1% 16.8% 4.5% 9.5%

2024年度 74 78 54 18 27 25129.5% 31.1% 21.5% 7.2% 10.8%

業
種

製造業 20 32 16 3 4 7526.7% 42.7% 21.3% 4.0% 5.3%

非製造業 34 38 14 5 13 10432.7% 36.5% 13.5% 4.8% 12.5%

従
業
員
規
模

300人未満 25 45 15 5 15 10523.8% 42.9% 14.3% 4.8% 14.3%

300人～
1000人未満

20 18 11 3 2 5437.0% 33.3% 20.4% 5.6% 3.7%

1000人以上 9 7 4 0 0 2045.0% 35.0% 20.0% 0.0% 0.0%

問３　「採用活動」について
問３－１　2025年４月入社の新卒採用は計画通りの人数を確保することができましたか。

①計画通り又は計画以上に確保できた	 ②計画通り採用することができなかった

③元々採用予定はなかった

① ② ③
総数計画通り又は計画

以上に確保できた
計画通り採用する

ことができなかった
元々採用予定は

なかった

全
体

2025年度 73 84 22 17940.8% 46.9% 12.3%

2024年度 97 123 31 25138.6% 49.0% 12.4%

業
種

製造業 34 35 6 7545.3% 46.7% 8.0%

非製造業 39 49 16 10437.5% 47.1% 15.4%

従
業
員
規
模

300人未満 38 49 18 10536.2% 46.7% 17.1%

300人～
1000人未満

23 27 4 5442.6% 50.0% 7.4%

1000人以上 12 8 0 2060.0% 40.0% 0.0%
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問３－３　新卒採用について、 「通年採用」 を実施されていますか。

①実施している	 ②今後予定または検討している	 ③実施していない （一括採用のみ）

① ② ③
総数

実施している 今後予定または
検討している

実施していない
（一括採用のみ）

全
体

2025年度 82 12 83 17746.3% 6.8% 46.9%

2024年度 100 30 116 24640.7% 12.2% 47.2%

業
種

製造業 32 3 39 7443.2% 4.1% 52.7%

非製造業 50 9 44 10348.5% 8.7% 42.7%

従
業
員
規
模

300人未満 54 10 41 10551.4% 9.5% 39.0%

300人～
1000人未満

24 2 26 5246.2% 3.8% 50.0%

1000人以上 4 0 16 2020.0% 0.0% 80.0%

問３－４　採用活動における貴社の課題を教えてください。 （複数回答可）

①大卒者の人材確保	 ②高卒者の人材確保	 ③中途社員の人材確保

④専門職人材の確保	 ⑤応募者数が少ない	 ⑥求める人材が来ない

⑦内定辞退率が高い	 ⑧定着率が低い （早期離職者が多い）	 ⑨自社認知度が低い

⑩採用にかかるコスト	 ⑪採用担当者の人員 ・経験不足	 ⑫その他

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

総数

大
卒
者
の
人
材
確
保

高
卒
者
の
人
材
確
保

中
途
社
員
の
人
材
確
保

専
門
職
人
材
の
確
保

応
募
者
数
が
少
な
い

求
め
る
人
材
が
来
な
い

内
定
辞
退
率
が
高
い

定
着
率
が
低
い

（
早
期
離
職
者
が
多
い
）

自
社
認
知
度
が
低
い

採
用
に
か
か
る
コ
ス
ト

採
用
担
当
者
の
人
員
・

経
験
不
足

そ
の
他

全
体

2025年度 96 64 74 67 70 59 24 20 57 29 29 6 17654.5% 36.4% 42.0% 38.1% 39.8% 33.5% 13.6% 11.4% 32.4% 16.5% 16.5% 3.6%

2024年度 136 97 116 101 134 100 41 38 81 50 47 7 25154.2% 38.6% 46.2% 40.2% 53.4% 39.8% 16.3% 15.1% 32.3% 19.9% 18.7% 2.8%

業
種

製造業 37 37 30 29 24 23 9 10 29 9 12 1 7549.3% 49.3% 40.0% 38.7% 32.0% 30.7% 12.0% 13.3% 38.7% 12.0% 16.0% 1.3%

非製造業 59 27 44 38 46 36 15 10 28 20 17 3 10456.7% 26.0% 42.3% 36.5% 44.2% 34.6% 14.4% 9.6% 26.9% 19.2% 16.3% 2.9%

従
業
員
規
模

300人未満 52 38 46 37 48 37 8 9 34 21 15 4 10549.5% 36.2% 43.8% 35.2% 45.7% 35.2% 7.6% 8.6% 32.4% 20.0% 14.3% 3.8%

300人～
1000人未満

32 17 23 24 21 17 10 6 20 7 12 1 5459.3% 31.5% 42.6% 44.4% 38.9% 31.5% 18.5% 11.1% 37.0% 13.0% 22.2% 1.9%

1000人以上 12 9 5 6 1 5 6 5 3 1 2 0 2060.0% 45.0% 25.0% 30.0% 5.0% 25.0% 30.0% 25.0% 15.0% 5.0% 10.0% 0.0%
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問３－５　貴社の採用広報においてアピールしている （していきたい） ポイントは。 （複数回答可）

①人間関係 ・風通しのよさ	 ②待遇の良さ （初任給、 給与面）	 ③福利厚生の充実

④休暇の取りやすさ	 ⑤自社製品 ・商品 ・サービス ・事業	 ⑥SDGsに取り組んでいる

⑦経営が安定している	 ⑧社会貢献度の高い事業	 ⑨男性育休の取得率

⑩研修などの人材育成制度	 ⑪若手の裁量が大きいこと	 ⑫平均勤続年数の長さ

⑬グローバルに活躍できる	 ⑭柔軟な働き方 （テレワーク、 オフィスカジュアル等）	 ⑮勤務地への配慮

⑯その他

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯

総数

人
間
関
係
・
風
通
し
の
よ
さ

待
遇
の
良
さ（
初
任
給
、給
与
面
）

福
利
厚
生
の
充
実

休
暇
の
取
り
や
す
さ

自
社
製
品
・
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
・

事
業

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
に
取
り
組
ん
で
い
る

経
営
が
安
定
し
て
い
る

社
会
貢
献
度
の
高
い
事
業

男
性
育
休
の
取
得
率

研
修
な
ど
の
人
材
育
成
制
度

若
手
の
裁
量
が
大
き
い
こ
と

平
均
勤
続
年
数
の
長
さ

グ
ロ
ー
バ
ル
に
活
躍
で
き
る

柔
軟
な
働
き
方
（
テ
レ
ワ
ー
ク
、

オ
フ
ィ
ス
カ
ジ
ュ
ア
ル
等
）

勤
務
地
へ
の
配
慮

そ
の
他

全
体

2025年度 103 52 98 90 57 16 104 81 37 66 12 26 9 18 41 3 17658.5% 29.5% 55.7% 51.1% 32.4% 9.1% 59.1% 46.0% 21.0% 37.5% 6.8% 14.8% 5.1% 10.8% 23.3% 1.8%

2024年度 140 74 132 121 79 41 118 117 35 102 19 29 10 32 39 6 25155.8% 29.5% 52.6% 48.2% 31.5% 16.3% 47.0% 46.6% 13.9% 40.6% 7.6% 11.6% 4.0% 12.7% 15.5% 2.4%

業
種

製造業 41 25 40 46 28 6 42 27 15 22 6 10 8 5 12 30 7554.7% 33.3% 53.3% 61.3% 37.3% 8.0% 56.0% 36.0% 20.0% 29.3% 8.0% 13.3% 10.7% 6.7% 16.0% 40.0%

非製造業 62 27 58 44 29 10 62 54 22 44 6 16 1 13 29 54 10459.6% 26.0% 55.8% 42.3% 27.9% 9.6% 59.6% 51.9% 21.2% 42.3% 5.8% 15.4% 1.0% 12.5% 27.9% 51.9%

従
業
員
規
模

300人未満 55 27 45 51 31 8 64 42 18 38 2 16 3 9 18 39 10552.4% 25.7% 42.9% 48.6% 29.5% 7.6% 61.0% 40.0% 17.1% 36.2% 1.9% 15.2% 2.9% 8.6% 17.1% 37.1%
300人～

1000人未満
35 16 36 30 20 5 30 25 11 16 8 9 3 5 19 28 5464.8% 29.6% 66.7% 55.6% 37.0% 9.3% 55.6% 46.3% 20.4% 29.6% 14.8% 16.7% 5.6% 9.3% 35.2% 51.9%

1000人以上 13 9 17 9 6 3 10 14 8 12 2 1 3 4 4 17 2065.0% 45.0% 85.0% 45.0% 30.0% 15.0% 50.0% 70.0% 40.0% 60.0% 10.0% 5.0% 15.0% 20.0% 20.0% 85.0%

問３－６　アルムナイ採用 （元社員の再雇用） を実施していますか。 　【新設】

①実施している	 ②実施していないが今後検討を予定	 ③実施しておらず、 検討予定もない

① ② ③
総数

実施している 実施していないが
今後検討を予定

実施しておらず、
検討予定もない

全　体 84 42 49 17548.0% 24.0% 28.0%

業
種

製造業 30 16 26 7540.0% 21.3% 34.7%

非製造業 54 26 23 10451.9% 25.0% 22.1%

従
業
員
規
模

300人未満 39 29 36 10537.1% 27.6% 34.3%

300人～
1000人未満

28 12 12 5451.9% 22.2% 22.2%

1000人以上 17 1 1 2085.0% 5.0% 5.0%
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問４　「離職防止」について
問４－１　貴社では近年と比較して離職率はどう変化していますか

①増加している	 ②横ばい傾向にある	 ③減少している

① ② ③
総数

増加している 横ばい傾向にある 減少している

全　　体 29 114 36 17916.2% 63.7% 20.1%

業
種

製造業 16 42 17 7521.3% 56.0% 22.7%

非製造業 13 72 19 10412.5% 69.2% 18.3%

従
業
員
規
模

300人未満 11 66 28 10510.5% 62.9% 26.7%

300人～
1000人未満

16 32 6 5429.6% 59.3% 11.1%

1000人以上 2 16 2 2010.0% 80.0% 10.0%

① ② ③ ④ ⑤

総数管理職
（部・課長クラス）

監督職
（係長・主任クラス）

中堅社員
（30～40歳：役職なし）

若手社員
（30歳未満：役職なし）

ベテラン・シニア
社員（41歳以上：役職なし）

全　　体 3 5 14 23 1 2810.7% 17.9% 50.0% 82.1% 3.6%

業
種

製造業 1 2 9 12 0 244.2% 8.3% 37.5% 50.0% 0.0%

非製造業 2 3 5 11 1 229.1% 13.6% 22.7% 50.0% 4.5%

従
業
員
規
模

300人未満 2 4 6 8 1 219.5% 19.0% 28.6% 38.1% 4.8%

300人～
1000人未満

1 1 7 13 0 224.5% 4.5% 31.8% 59.1% 0.0%

1000人以上 0 0 1 2 0 30.0% 0.0% 33.3% 66.7% 0.0%

問４－２　（問４－１で①増加していると答えた方へ）

　　　　　　離職の増加が顕著にみられるのはどの世代ですか （複数回答可）

①管理職 （部 ・課長クラス）	 ②監督職 （係長 ・主任クラス）

③中堅社員 （30歳～40歳 ： 役職なし）	 ④若手社員 （30歳未満 ：役職なし）

⑤ベテラン ・ シニア社員 （41歳以上 ：役職なし）
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問４－３　若手社員 （ここでは入社１～５年目までの社員とする）

　　　　　　の離職率はそれ以前の若手社員の離職率と比べて変化はありますか。

①増加している	 ②横ばい傾向	 ③減少している

① ② ③
総数

増加している 横ばい傾向 減少している

全
体

2025年度 36 94 44 17420.7% 54.0% 25.3%

2024年度 63 139 48 25025.2% 55.6% 19.2%

業
種

製造業 16 37 19 7222.2% 51.4% 26.4%

非製造業 20 57 25 10219.6% 55.9% 24.5%

従
業
員
規
模

300人未満 15 59 28 10214.7% 57.8% 27.5%
300人～

1000人未満
15 25 16 5626.8% 44.6% 28.6%

1000人以上 6 13 4 2326.1% 56.5% 17.4%

問４－４　離職防止のために、 どのような取り組みを実施または検討されていますか （３項目まで）

①従業員の能力開発 ・キャリア開発支援	 ②従業員のモチベーション向上	 ③人事評価制度の導入 ・改善

④メンター制度、 個人面談等の導入	 ⑤社員の幸福度を上げる取り組み	 ⑥福利厚生制度の拡充

⑦従業員のメンタルヘルス対策	 ⑧育児 ・介護支援の充実	 ⑨労働時間の短縮 （残業の削減）

⑩柔軟な働き方 （テレワーク ・ フレックス ・短時間勤務等）	 ⑪若手社員の登用	 ⑫女性社員の活用

⑬非正規社員の正社員化	 ⑭シニア社員の活用	 ⑮風通しの良い職場風土づくり

⑯その他

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯

総数

従
業
員
の
能
力
開
発
・

キ
ャ
リ
ア
開
発
支
援

従
業
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン

向
上

人
事
評
価
制
度
の
導
入
・
改
善

メ
ン
タ
ー
制
度
、

個
人
面
談
等
の
導
入

社
員
の
幸
福
度
を
上
げ
る

取
り
組
み

福
利
厚
生
制
度
の
拡
充

従
業
員
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス

対
策

育
児
・
介
護
支
援
の
充
実

労
働
時
間
の
短
縮

（
残
業
の
削
減
）

柔
軟
な
働
き
方
（
テ
レ
ワ
ー
ク・

フ
レ
ッ
ク
ス
・
短
時
間
勤
務
等
）

若
手
社
員
の
登
用

女
性
社
員
の
活
用

非
正
規
社
員
の
正
社
員
化

シ
ニ
ア
社
員
の
活
用

風
通
し
の
良
い

職
場
風
土
づ
く
り

そ
の
他

全　　体 46 49 33 41 14 47 24 29 26 19 19 7 16 18 56 4 17626.1% 27.8% 18.8% 23.3% 8.0% 26.7% 13.6% 16.5% 14.8% 10.8% 10.8% 4.0% 9.1% 10.2% 31.8% 2.3%

業
種

製造業 17 20 18 21 6 19 9 14 8 6 10 3 7 6 21 2 7223.6% 27.8% 25.0% 29.2% 8.3% 26.4% 12.5% 19.4% 11.1% 8.3% 13.9% 4.2% 9.7% 8.3% 29.2% 2.8%

非製造業 29 29 15 20 8 28 15 15 19 13 9 4 9 12 35 2 10228.4% 28.4% 14.7% 19.6% 7.8% 27.5% 14.7% 14.7% 18.6% 12.7% 8.8% 3.9% 8.8% 11.8% 34.3% 2.0%

従
業
員
規
模

300人未満 20 25 17 23 8 26 15 15 17 6 12 1 12 9 38 3 10419.2% 24.0% 16.3% 22.1% 7.7% 25.0% 14.4% 14.4% 16.3% 5.8% 11.5% 1.0% 11.5% 8.7% 36.5% 2.9%
300人～

1000人未満
16 14 12 14 4 16 6 11 8 5 5 4 2 8 13 1 5230.8% 26.9% 23.1% 26.9% 7.7% 30.8% 11.5% 21.2% 15.4% 8.0% 9.6% 7.7% 3.8% 15.4% 25.0% 1.9%

1000人以上 10 10 4 4 2 5 3 3 1 8 2 2 2 1 5 0 1855.6% 55.6% 22.2% 22.2% 11.1% 27.8% 16.7% 16.7% 5.6% 44.4% 11.1% 11.1% 11.1% 5.6% 27.8% 0.0%
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問５　「高年齢者継続雇用」について
問５－１　貴社における、 現在の 「定年」 の年齢は何歳ですか。

①60歳	 ②61歳～64歳	 ③65歳～69歳	 ④70歳以上	 ⑤定年はない

① ② ③ ④ ⑤

総数
60歳 61歳～64歳 65～69歳 70歳以上 定年はない

全
体

2025年度 129 9 39 2 0 17972.1% 5.0% 21.8% 1.1% 0.0%

2024年度 187 15 47 2 0 25174.5% 6.0% 18.7% 0.8% 0.0%

業
種

製造業 54 4 17 0 0 7572.0% 5.3% 22.7% 0.0% 0.0%

非製造業 75 5 22 2 0 10472.1% 4.8% 21.2% 1.9% 0.0%

従
業
員
規
模

300人未満 74 6 24 1 0 10570.5% 5.7% 22.9% 1.0% 0.0%

300人～
1000人未満

42 3 9 0 0 5477.8% 5.6% 16.7% 0.0% 0.0%

1000人以上 13 0 6 1 0 2065.0% 0.0% 30.0% 5.0% 0.0%

問５－２　貴社の従業員に占める60歳以上の従業員の割合はどれくらいですか。

①０％ (いない)	 ②１％～５％	 ③６～10％	 ④11～15％	 ⑤16～20％	 ⑥21％以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

総数
０％ (いない) １％～５％ ６～10％ 11～15％ 16～20％ 21％以上

全
体

2025年度 3 55 47 39 14 16 1741.7% 31.6% 27.0% 22.4% 8.0% 9.2%

2024年度 7 85 69 42 29 18 2502.8% 34.0% 27.6% 16.8% 11.6% 7.2%

業
種

製造業 1 27 22 18 3 2 731.4% 37.0% 30.1% 24.7% 4.1% 2.7%

非製造業 2 28 25 21 11 14 1012.0% 27.7% 24.8% 20.8% 10.9% 13.9%

従
業
員
規
模

300人未満 3 34 30 22 5 10 1042.9% 32.7% 28.8% 21.2% 4.8% 9.6%

300人～
1000人未満

0 14 11 14 8 5 520.0% 26.9% 21.2% 26.9% 15.4% 9.6%

1000人以上 0 7 6 3 1 1 180.0% 38.9% 33.3% 16.7% 5.6% 5.6%
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問５－３　努力義務とされている７０歳迄の継続雇用についてどのようにお考えですか。

①定年を70歳に引き上げ済み、 もしくは今後引き上げる予定

②70歳迄の継続雇用 （雇用延長 ・再雇用） の導入 （子会社 ・関連会社への出向 ・転籍を含む）

③継続的業務委託契約 （単年毎の再雇用契約） 制度の導入

④今のところ考えていない

⑤その他

① ② ③ ④ ⑤

総数

定
年
を
70
歳
に
引
き
上
げ
済
み
、
も
し
く
は
今
後

引
き
上
げ
る
予
定

70
歳
迄
の
継
続
雇
用
（
雇
用
延
長
・
再
雇
用
）
の

導
入
（
子
会
社
・
関
連
会
社
へ
の
出
向
・
転
籍
を

含
む
）

継
続
的
業
務
委
託
契
約
（
単
年
毎
の
再
雇
用
契
約
）

制
度
の
導
入

今
の
と
こ
ろ
考
え
て
い
な
い

そ
の
他

全
体

2025年度 5 45 38 73 14 1752.9% 25.7% 21.7% 41.7% 8.0%

2024年度 2 64 58 98 29 2510.8% 25.5% 23.1% 39.0% 11.6%

全　　体 5 45 38 73 13 1742.9% 25.9% 21.8% 42.0% 7.5%

業
種

製造業 1 13 17 35 7 731.4% 17.8% 23.3% 47.9% 9.6%

非製造業 4 32 21 38 6 1014.0% 31.7% 20.8% 37.6% 5.9%

従
業
員
規
模

300人未満 3 28 27 40 6 1042.9% 26.9% 26.0% 38.5% 5.8%

300人～
1000人未満

0 11 8 26 7 520.0% 21.2% 15.4% 50.0% 13.5%

1000人以上 2 6 3 7 0 1811.1% 33.3% 16.7% 38.9% 0.0%
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問５－４　今後の高年齢者継続雇用についての貴社の課題を教えて下さい。(複数回答可)

①継続雇用者の処遇 （給与 ・職位）	 ②設備や作業環境 ・勤務シフトの整備	 ③個々の高年齢者に適した職場への配置

④教育訓練の強化 ・充実	 ⑤働き甲斐 ・ モチベーションの維持	 ⑥高年齢者の健康確保

⑦特に課題はない	 ⑧その他

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

総数

継
続
雇
用
者
の
処
遇

（
給
与
・
職
位
）

設
備
や
作
業
環
境
・

勤
務
シ
フ
ト
の
整

備 個
々
の
高
年
齢
者

に
適
し
た
職
場
へ

の
配
置

教
育
訓
練
の
強
化
・

充
実

働
き
甲
斐
・
モ
チ

ベ
ー
シ
ョ
ン
の
維

持 高
年
齢
者
の
健
康

確
保

特
に
課
題
は
な
い

そ
の
他

全
体

2025年度 119 30 76 6 89 59 9 4 17468.4% 17.2% 43.7% 3.4% 51.1% 33.9% 5.2% 2.4%

2024年度 172 36 115 18 151 87 10 5 25168.5% 14.3% 45.8% 7.2% 60.2% 34.7% 4.0% 2.0%

業
種

製造業 47 17 40 2 37 30 3 6 6671.2% 25.8% 60.6% 3.0% 56.1% 45.5% 4.5% 9.1%

非製造業 72 13 36 4 52 29 6 10 9476.6% 13.8% 38.3% 4.3% 55.3% 30.9% 6.4% 10.6%

従
業
員
規
模

300人未満 67 15 40 3 52 40 8 8 9570.5% 15.8% 42.1% 3.2% 54.7% 42.1% 8.4% 8.4%
300人～

1000人未満
38 12 29 2 27 17 0 7 4879.2% 25.0% 60.4% 4.2% 56.3% 35.4% 0.0% 14.6%

1000人以上 14 3 7 1 10 2 1 1 1782.4% 17.6% 41.2% 5.9% 58.8% 11.8% 5.9% 5.9%

問５－５　シニア社員のモチベーション維持の為に取り組んでいる施策はありますか。

①シニア社員同士のネットワークづくり	 ②定期的な面談の実施	 ③目標 ・評価基準の明確化

④成果に対するインセンティブの設定	 ⑤キャリアデザインの再構築支援	 ⑥ノウハウ （技能） を後輩に伝える場の提供

⑦労働時間の柔軟化 （週休3日 ・ 4日、 時短等）	 ⑧その他

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

総数

シ
ニ
ア
社
員
同
士
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く

り 定
期
的
な
面
談
の

実
施

目
標
・
評
価
基
準
の

明
確
化

成
果
に
対
す
る
イ
ン

セ
ン
テ
ィ
ブ
の
設
定

キ
ャ
リ
ア
デ
ザ
イ
ン

の
再
構
築
支
援

ノ
ウ
ハ
ウ
（
技
能
）

を
後
輩
に
伝
え
る
場

の
提
供

労
働
時
間
の
柔
軟
化

（
週
休
３
日
・
４
日
、

時
短
等
）

そ
の
他

全
体

2025年度 3 51 31 14 11 39 68 16 1631.8% 31.3% 19.0% 8.6% 6.7% 23.9% 41.7% 9.8%

2024年度 4 72 48 28 26 43 99 20 2511.6% 28.7% 19.1% 11.2% 10.4% 17.1% 39.4% 8.0%

業
種

製造業 2 25 11 5 6 21 26 6 663.0% 37.9% 16.7% 7.6% 9.1% 31.8% 39.4% 9.1%

非製造業 1 26 20 9 5 18 42 10 941.1% 27.7% 21.3% 9.6% 5.3% 19.1% 44.7% 10.6%

従
業
員
規
模

300人未満 2 30 18 7 3 23 41 8 952.1% 31.6% 18.9% 7.4% 3.2% 24.2% 43.2% 8.4%
300人～

1000人未満
1 14 6 4 3 12 21 7 482.1% 29.2% 12.5% 8.3% 6.3% 25.0% 43.8% 14.6%

1000人以上 0 7 7 3 5 4 6 1 170.0% 41.2% 41.2% 17.6% 29.4% 23.5% 35.3% 5.9%
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問６　「女性社員の活躍推進」について
問６－１　貴社には課長以上の職位に女性社員はいますか。

①いる （問６－２へ）	 ②いない （問７へ）

① ②
総数

いる いない

全
体

2025年度 110 69 17961.5% 38.5%

2024年度 170 81 25167.7% 32.3%

業
種

製造業 36 39 7548.0% 52.0%

非製造業 74 30 10471.2% 28.8%

従
業
員
規
模

300人未満 57 48 10554.3% 45.7%

300人～
1000人未満

36 18 5466.7% 33.3%

1000人以上 17 3 2085.0% 15.0%

問６－２　問６－１で 「①いる」 と答えられた方へ

　　　　　　課長以上の職位における女性社員の人数は昨年と比べてどう変化しましたか。

①増加した	 ②変化はない	 ③減少した

① ② ③
総数

増加した 変化はない 減少した

全
体

2025年度 35 66 4 10533.3% 62.9% 3.8%

2024年度 69 99 2 17040.6% 58.2% 1.2%

業
種

製造業 7 25 1 3321.2% 75.8% 3.0%

非製造業 28 41 3 7238.9% 56.9% 4.2%

従
業
員
規
模

300人未満 13 43 0 5623.2% 76.8% 0.0%

300人～
1000人未満

13 17 4 3438.2% 50.0% 11.8%

1000人以上 9 6 0 1560.0% 40.0% 0.0%
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問６－３　課長以上の職位における女性比率は、 課長以上の職位全体の何％でしょうか。

①5％未満	 ②5％～10％未満	 ③10％～20％未満	 ④20％～30％未満	 ⑤30％以上

① ② ③ ④ ⑤

総数
5％未満 5％～10％未満 10％～20％未満 20％～30％未満 30％以上

全
体

2025年度 51 23 14 7 11 10648.1% 21.7% 13.2% 6.6% 10.4%

2024年度 73 31 24 17 23 16843.5% 18.5% 14.3% 10.1% 13.7%

業
種

製造業 25 6 2 1 0 3473.5% 17.6% 5.9% 2.9% 0.0%

非製造業 26 17 12 6 11 7236.1% 23.6% 16.7% 8.3% 15.3%

従
業
員
規
模

300人未満 24 13 10 2 8 5742.1% 22.8% 17.5% 3.5% 14.0%

300人～
1000人未満

17 8 1 5 3 3450.0% 23.5% 2.9% 14.7% 8.8%

1000人以上 10 2 3 0 0 1566.7% 13.3% 20.0% 0.0% 0.0%
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問７　「副業・兼業」について
問７－１　貴社では社員による副業 ・兼業を認めていますか。

①認めている （問７－２へ）	 ②認めていない （問８へ）	 ③検討中 （問８へ）

① ② ③
総数

認めている 認めていない 検討中

全
体

2025年度 43 116 16 17524.6% 66.3% 9.1%

2024年度 75 148 25 24830.2% 59.7% 10.1%

業
種

製造業 19 48 6 7326.0% 65.8% 8.2%

非製造業 24 68 10 10223.5% 66.7% 9.8%

従
業
員
規
模

300人未満 23 71 11 10521.9% 67.6% 10.5%

300人～
1000人未満

13 35 4 5225.0% 67.3% 7.7%

1000人以上 7 10 1 1838.9% 55.6% 5.6%

問７－２　問７－１で 「①認めている」 と答えられた方へ

　　　　　　副業 ・兼業を認めている理由を教えてください。 （複数回答可）

①社員の能力向上	 ②本業への相乗効果	 ③採用活動におけるＰＲのため

④優秀な社員を引き留めるため	 ⑤社員の収入補填のため	 ⑥その他

① ② ③ ④ ⑤ ⑥
総数

社員の能力向上 本業への
相乗効果

採用活動における
PRのため

優秀な社員を
引き留めるため

社員の収入補填
のため その他

全
体

2025年度 16 20 5 10 21 7 4238.1% 47.6% 11.9% 23.8% 50.0% 16.8%

2024年度 34 30 5 15 33 15 7545.3% 40.0% 6.7% 20.0% 44.0% 20.0%

業
種

製造業 9 9 2 3 9 4 2339.1% 39.1% 8.7% 13.0% 39.1% 17.4%

非製造業 7 11 3 7 12 3 5213.5% 21.2% 5.8% 13.5% 23.1% 5.8%

従
業
員
規
模

300人未満 5 10 2 5 13 3 3813.2% 26.3% 5.3% 13.2% 34.2% 7.9%

300人～
1000人未満

6 5 3 3 7 2 2227.3% 22.7% 13.6% 13.6% 31.8% 9.1%

1000人以上 5 5 0 2 1 2 1533.3% 33.3% 0.0% 13.3% 6.7% 13.3%

− 34−



問７－３　問７－１で 「①認めている」 と答えられた方へ

　　　　　　現在、 貴社で副業 ・兼業をしている方は、 正規従業員全体の何％ですか　　

①いない （０％）	 ②10％未満	 ③10％以上20％未満	 ④20％以上30％未満	 ⑤30％以上

① ② ③ ④ ⑤

総数
いない 10％未満 10％以上

20％未満
20％以上
30％未満 30％以上

全
体

2025年度 7 40 0 0 0 4714.9% 85.1% 0.0% 0.0% 0.0%

2024年度 17 54 3 0 1 7522.7% 72.0% 4.0% 0.0% 1.3%

業
種

製造業 4 17 0 0 0 2119.0% 81.0% 0.0% 0.0% 0.0%

非製造業 3 23 0 0 0 2611.5% 88.5% 0.0% 0.0% 0.0%

従
業
員
規
模

300人未満 3 20 0 0 0 2313.0% 87.0% 0.0% 0.0% 0.0%

300人～
1000人未満

2 13 0 0 0 1513.3% 86.7% 0.0% 0.0% 0.0%

1000人以上 2 7 0 0 0 922.2% 77.8% 0.0% 0.0% 0.0%
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問８　�人事戦略として今後重視していきたい項目を選んで下さい。（上位３項目選択）
①採用活動	 ②離職防止

③教育研修体系の構築 ・運用	 ④エンゲージメントの向上

⑤メンタルヘルス対策	 ⑥人事評価制度の見直し ・運用

⑦個人にあわせたキャリア開発	 ⑧タレントマネジメント

⑨経営理念の浸透	 ⑩働き方改革

⑪リスキリング	 ⑫生成AI ・ HRテクノロジーの導入

⑬ダイバーシティ＆インクルージョンの推進	 ⑭コンプライアンス対策

⑮ハラスメント対策	 ⑯Well-being、 健康経営

⑰福利厚生の拡充	 ⑱女性活躍推進

⑲高齢者雇用	 ⑳外国人雇用

㉑育児 ・介護支援	 ㉒その他

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲ ⑳ ㉑ ㉒

総数

採
用
活
動

離
職
防
止

教
育
研
修
体
系
の
構
築
・
運
用

エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
の
向
上

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策

人
事
評
価
制
度
の
見
直
し
・
運
用

個
人
に
あ
わ
せ
た
キ
ャ
リ
ア
開
発

タ
レ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
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W
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福
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厚
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女
性
活
躍
推
進

高
齢
者
雇
用

外
国
人
雇
用

育
児
・
介
護
支
援

そ
の
他

全体 110 71 58 63 20 53 20 18 12 25 4 23 8 14 19 18 24 20 3 4 12 1 17961.5% 39.7% 32.4% 35.2% 11.2% 29.6% 11.2% 10.1% 6.7% 14.0% 2.2% 12.8% 4.5% 7.8% 10.6% 10.1% 13.4% 11.2% 1.7% 2.2% 6.7% 0.6%

業
種

製造業 60 33 26 26 11 16 9 7 7 9 2 11 5 6 13 6 14 12 0 2 7 1 7481.1% 44.6% 35.1% 35.1% 14.9% 21.6% 12.2% 9.5% 9.5% 12.2% 2.7% 14.9% 6.8% 8.1% 17.6% 8.1% 18.9% 16.2% 0.0% 2.7% 9.5% 1.4%

非製造業 50 38 32 37 9 37 11 11 5 16 2 12 3 8 6 12 10 8 3 2 5 0 10448.1% 36.5% 30.8% 35.6% 8.7% 35.6% 10.6% 10.6% 4.8% 15.4% 1.9% 11.5% 2.9% 7.7% 5.8% 11.5% 9.6% 7.7% 2.9% 1.9% 4.8% 0.0%

従
業
員
規
模

300人未満 64 42 37 32 14 32 12 3 9 15 2 14 2 10 8 11 14 9 3 3 7 0 14444.4% 29.2% 25.7% 22.2% 9.7% 22.2% 8.3% 2.1% 6.3% 10.4% 1.4% 9.7% 1.4% 6.9% 5.6% 7.6% 9.7% 6.3% 2.1% 2.1% 4.9% 0.0%

300人～
1000人未満

35 23 18 24 5 14 5 10 2 6 2 9 2 3 9 4 7 5 0 1 2 0 7149.3% 32.4% 25.4% 33.8% 7.0% 19.7% 7.0% 14.1% 2.8% 8.5% 2.8% 12.7% 2.8% 4.2% 12.7% 5.6% 9.9% 7.0% 0.0% 1.4% 2.8% 0.0%

1000人以上 11 6 3 7 1 7 3 5 1 4 0 0 4 1 2 3 3 6 0 0 3 1 3630.6% 16.7% 8.3% 19.4% 2.8% 19.4% 8.3% 13.9% 2.8% 11.1% 0.0% 0.0% 11.1% 2.8% 5.6% 8.3% 8.3% 16.7% 0.0% 0.0% 8.3% 2.8%
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